


目

　　　　

次

１． 本部 …

　

…

　

…

　

…

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…・・Ｐ．１

２．児童養護施設弘前愛成園 …

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

… ・．Ｐ．２

３， 社会的養護自立支援拠点事業つなぐ…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ， ５

４， 児童自立生活援助事業みのり …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ， ７

５． こどもレストランあっぷる …

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…・Ｐ．８

６．児童家庭支援センター太陽 …

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

… ・Ｐ．９

７． 幼保連携型認定こども園花園保育園 …

　

… …

　

…

　

…

　

… ・・Ｐ．１１

８． 保育所りんごベビーホーム …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ． １ ３

９， 幼保連携型認定こども園弘前ｆ呆育凋 …

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

．・Ｐ，１５

１０． 養護老人ホーム弘前ｆ星膚園 …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

… ・・Ｐ，１７

１１． 養護盲老人ホーム津軽ひかり荘 …

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ． １ ９

１２． 特別養護老人ホーム弘前静光園 …

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

…１〕．２１

１３， 弘前静光園デイサービスセンター …

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

．・Ｐ，２３

１４． 弘前静光園ホームヘルパーステーション …

　

…

　

…

　

…

　

… ・・Ｐ．２５

１５，愛成居宅介護支援事業所 …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ， ２７

１６． 弘前市第三地域包括支援センタ← …

　

… …

　

…

　

…

　

… ・・Ｐ．２９

１７． グループホーム自由ヶ丘 …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ． ３ １

１８． 自由ヶ丘ホ」ムヘルパーステーション …

　

…

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ． ３３

１９， 小規模多機能ホーム自由ヶ丘 …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

… ・ｒ１

　

３５

２０． 保育所あきみ保育園 …

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

．・Ｐ．３７

２１．昭島市立第二昭和学童クラブ …

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

．Ｐ．３８

２２． 保育所三春台保育園 …

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

…

　

．・１）．３９

２３． こども発達サポート花花

　

児童発達支援事業 …

　

…

　

…

　

…

　

… Ｐ． ４ １

２４．サービス付き高齢者向け住宅りんごの樹 …

　

…

　

…

　

…

　

… ・ 〕． ４２

２５． 人材育成事業 …

　

…

　

…

　

…

　

… …

　

…

　

…

　

… ・・Ｐ．４３



【社会福祉法人愛成会

　

法人事務局】 ２０２５年度事業報告

１． 概要

【２０２５年度法人スローガン】

　　

自分を信じよう、自分を褒めよう、自分を認めよう

　

結果は裏切らない

　

２０２５年度は「今の仕事に自信と誇りを持たせる言葉」というテーマのもと、上記ス
ローガンを掲げた。職員のメンタルヘルス向上と離職防止、 およびサービスの質向上

に注力した結果、職員が精神的な充足感を持って業務に励むことができ、利用者様と

の信頼関係の深化、 ひいてはより質の高いサービス提供へとつなげることができた。

２． ２０２５年度業績報告
２０２５年度の社会福祉法人を取り巻く環境は、物価高騰や人件費上昇の影響を受け、
依然として厳しい状況にあった。そのような中、当法人全体のサービス活動増減差額

率は５．８％と前年度比で十０．３％、直近の全国平均（２．８％） を大きく上回る極めて健

全な実績であった。 徹底した経費削減に加え、取得加算の精査、ＩＣＴ機器導入による

業務効率化の検討など、各事業所における主導的な取り組みが実を結んだ結果といえ
る。

３． ２ ０ ２５年度の取り組み

①

　

児童養護施設弘前愛成園移転後の旧園舎改修計画を実施する。

　

２０２５年７月に改修工事契約を締結し、１０月から法人本部及びこども発達サポー
ト花花が運営を開始した。
１２月には、児童家庭支援センター太陽、愛成居宅介護支援事業所、弘前静光園ホ

ームヘルパーステーンョン、 第三地域包括支援センターが移転を完了し、２０２６年３

月９日をもって全工程を終了した。
②

　

児童発達支援事業の新規立ち上げ計画を実施する。
２０２５年１０月より、計画通り事業を開始した。 開設当初の利用者数は緩やかな推

移であったが、ニーズの充足に伴い順調に増加し、開始半年で定員に達する運営状

況となっている。
③

　

上半期における法人内保育所等の園児数の推移から、今後の運営体系の見直し

　

について関係各機関との協議も含め計画する。
待機児童数や園児数の推移を考慮し、豊原地区２園の定員適正化（各ｌｏ名減）
を実施した。
並行して「弘前大学キャンパス内保育施設運営法人公募」に参画し、当法人が選
定された。 これに伴い、豊原地区の２園を統合・再編し、２０２６年４月１日より「ひ

ろだい保育園」として弘前市南塘町にて新たに運営を開始した。

ｌ



【

　

児童養護施設弘前愛成園

　

】２０２５年度事業報告

（１） 弘前愛成園

　

児童養護施設（第１種社会福祉事業）

　

（本体：分園型小規模グループケア棟）「輝」「紬」「晴」「福」
（地域小規模児童養護施設）「楽」、「和」

　

保護者のない児童、 虐待されている児童その他環境上養護を要する児童を

入所させて、これを養護し、あわせて退所した者に対する相談その他の自立の

ための援助を行うことを目的とする。
（２） 入所定員

　

３６名

　

（本体２４名：６名ｘ４棟、地域小規模児童養護施設１２名：６名ｘ２棟）

１， 概要

【児童養護施設の情勢】

　

近年、児童養護施設には被虐待経験、自閉症スペクトラム、反応性アタッチメント

障害、軽度精神発達遅滞さらには精神疾患を抱える子どもの入所が増加し、私たちに

は子どもたちへの治療的なケアが求められている。当施設もさまざまな障がいを持つ

子どもの割合が増加しており、求められる専門性や業務内容が複雑多岐にわたってい

る。そのような状況下で本園は、子どもたちにより安心安全な暮らしやすい生活の提

供を目指し、さまざまな問題を抱える子どもたちに対応するため、子どもたちとの関

係構築を進めながら、外部研修への積極的参加、園内研修の計画的実施で職員の資質

向上を図る努力をする。

　

また、医療機関と連携した支援、児童相談所と連携した家族再統合、各学校と連携

した自己決定を大切にした進路指導など、関係機関との連携を密にした支援を展開す

る。

　

さらに、小規模化かつ地域分散化推進計画に基づき、本体施設の小規模化、地域分

散化を実現させ、より家庭的な養育をめざす。フオスタリング機関などの関係機関と

連携しながら、里親支援専門相談員を中心に里親啓発活動、里親支援に力を入れてい
く。

２． ２０２５年度業績報告
義定員充足率

　

１３，０３６人（入所児童）／１３，１４０人（定員×３６５日）×１００＝９９．２％

２



３． ２０２５年度の取り組み

①今年度から本体施設を分園型小規模グループケアとし、園での生活を開始させ

　

る。１対１の職員配置を実現し、より家庭的な養育をめざす。

　

分園型小規模グループケア４棟、地域小規模児童養護施設２棟、１対１の職員配

置を実現することができた。また、それぞれのホームでよりよい支援を提供するた

めにはどうすればよいかを考え、こどもの状況に応じて柔軟に対応できるようにな

った。さらに、ホームを越えた協力体制を確立し、より家庭的な養育を展開するこ

とができた。
②－時保護専用棟を開設し、開かれた一時保護を展開していく。
建設の遅れがあり、予定通り一時保護専用棟を開設することができなかった。来

年度は採用も含めて体制を整え、一時保護専用棟を計画的に運営する。
③地域小規模児童養護施設（分園）の職員配置を維持し、分園職員の負担感・孤

立感を軽減する。

　

今年度も加算を最大限に活用し、１対１の職員配置とした。また、経験の浅い職

員を支えるためにバックアップ職員を配置したことで、小規模職員の負担感を軽減

することができた。また、他ホーム職員や専門職員も地域小規模児童養護網議には

いることで孤立感も軽減することができた。
④虐待が起こるメカニズムや被虐待児、発達障害、精神的な疾患に関する専門的な

知識を身につけ、子どもの行動を適切に解釈する。また、障害分野サービスの種

類、手続きなどの知見を深める。
被措置児童虐待や不適切な関わりにならないよう、毎月の支援会議や職員会議で

の確認、職員研修でのロールプレイなどで意識付けを行った。児童発達支援などの

療育を利用する子どもがいたため、手続きや仕組みについて情報共有している。ま

た、同法人のこども発達サポート花花とも連携し、子どもたちの発達を促すことが

できた。
⑤職員研修に職員のリフレッシュメント、コミュニケーション活性化の要素を多く

取り入れる。また、心理療法担当職員のセルフケアのアドバイスを展開していく。
職員研修に体を動かす、頭を使うレクリエーションを取り入れることで、専門性

の向上はもちろん、 職員間のコミュニケーションが増加した。情報交換会や研修と

しての施設見学も開催し、粋を深めることができた。セルフケアのアドバイスのた

めに、心理療法担当職員が月１回発行している広報誌を目に届くところに掲示して

いる。また、朝会、引継ぎ時に他時間のマインドフルネスを実施し、心と体を整え

ることで、子どもたちに適切なケアを提供することができた。
⑥担当職員を中心とした大人との深い信頼関係を構築し、継続的で一貫したケアを

実現する。また、職員間で差異がないようケアの統一を図る。
支援会議や職員会議などで信頼関係の重要性を確認しあい、具体的な対応につい

て話し合ってきた。担当職員が中心となり、こどもに丁寧に関わることで信頼関係

３



４

が生まれ、継続的な関わりの重要性を再確認できた。また、ケアに職員間での差異

が生まれそうな場合には、職員同士ですり合わせを行った。
⑦子どもたちが大切にされていると実感できるようなケアを展開し、自己肯定感の

向上を図る。
適切ではない感情表出をするこどもに対しては、気持ちは受け止めつつも間違っ
た行動を正すという支援を一貫して行った。また、担当職員を中心に個別的な時間

を作り、その中で子どもに大切な存在であることを伝え続けた。今後もすべての子

どもに粘り強〈丁寧な関わりを続けていく。
⑧児童の支援にとどまらず、研修計画立案、スーパーバイズ体制の確立、職員のメ

　

ンタルヘルスなど、児童に間接的に関わる分野についても専門性を深める。
個人のレベルアップや加算取得などを考慮し、施設外研修ｆ」；画的に参加させる

ことができた。また、話しやすい雰囲気を作り、日ごろの悩みや相談を受けること

で心理的安全性の維持，向上に努めた。また、心理療法担当職員が職員に対しての

マインドフルネスを実施している。
⑨新任職員、２年目職員などレベルに応じた研修を展開し、職員育成の充実を図る。

　

また、ＯＪＴの強化を意識した勤務体制の構築を目指す。
定期的に新任研修を開催し、養護理念や養育方針の浸透を図った。また、さまざ

まな業務について細かい部分まで確認することができた。今年度も新任研修、２年
目研修を行い、養育についての再確認や先輩としての意識などを伝えることができ

た。

⑩看護職員、栄養士を中心に、衛生管理・感染症対策の強化を図る。
感染者が出ることはあったものの、こどもの寝室が完全個室になったこと、これ

までの経験を生かした対応で、ホームでの蔓延を防ぐことができた。園内研修では

感染症対策の研修を実施し、調理員会議や給食会議では衛生管理について取り上

げ、業務の確認をした。
⑪積極的に施設見学や研修へ参加し、 職員の専門性や他施設とのつながりを深め

る。

県内外の研修や県外施設見学へ多くの職員を参加させることができた。職員の専

門性向上や他施設との交流を深めただけではなく、他施設と比較し、自施設の良さ

を実感することができた。
⑰地域支援の一環として、本体施設にて子ども食堂を運営する。
開催日を増やし、週１回の開催としたことで、た〈さんの家庭が利用していた。
また、学生ボランティアも運営に協力してくれ、地域交流の輪が広がっている。



【

　

社会的養護自立支援拠点事業つなぐ

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　

社会的養護自立支援拠点事業

青森県社会的養護自立支援拠点事業実施要綱に基づき、社会的養護経験者や、
虐待経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等の孤立を防

ぎ、必要な情報の提供、相談、助言、これらの者の支援に関連する関係機関との

連絡調整を行い、社会的自立に結びつけることを目的とする。
（２） 定

　

員

　　　　　　

定めなし

１． 概要

【青森県社会的養護自立支援拠点事業業界の情勢】

　

児童養護施設等への措置を解除された者等は、措置が解除された後も家庭による支

援が受けにくいことや、自立に当たって困難を抱えることが多いことから、自立に向

けた適切な支援を行うことが重要である。

　

児童福祉法等の一部を改正する法律（２０２４年施行）において、措置解除者等の実情

を把握し、その自立のために必要な援助を行うことを都道府県の業務として位置付け

られ本事業が創設された。本事業では、措置解除者等や虐待経験がありながらもこれ

まで公的支援につながらなかった者等が相互に交流する場所を開設し、情報の提供、
相談及び助言並びにこれらの者の支援に関連する関係機関との連絡調整その他の必

要な支援を行うこととされている。
２． ２ ０ ２５年度業績報告
＜年間相談件数

　

実績報告件数

　　

実人数９４件

　

延件数８３７件＞

１

　

個別支援計画作成

　

１２件

２

　

退所を控えた者に対する支援

　　　　　　　

実人数３９件

　　

延件数４５６件

　

施設別内訳：児童養護施設

　　　　　　　　

実人数１８件

　　

延件数２３１件

里 親

　　　　　　　　　　　　

実 人 数 ４ 件

　　　

延 件 数 ５１ 件

ファミリーホーム

　　　　　

実人数５件

　　　

延件数１６件

児童心理治療施設

　　　　　

実人数１件

　　　

延件数５件

母子生活支援施設

　　　　　

実人数１件

　　　

延件数１件

児童自立生活援助事業１型

　

実人数４件

　　　

延件数５２件

児童自立生活援助事業ロ型

　

実人数６件

　　　

延件数ＴＯＯ件
３

　

退所後の支援

　　　　　　　　　　　　　　

実人数５０件

　　

延件数３５１件

　

施設別内訳；児童養護施設

　　　　　　　　

実人数３２件

　　

延件数２４５件

里 親

　　　　　　　　　　　　

実 人 数 ８ 件

　　　

延 件数 ３９ 件

ファミリーホーム

　　　　　

実人数６件

　　　

延件数３０件

児童心理治療施設

　　　　　

実人数１件

　　　

延件数２８件

児童自立生活援助事業ロ型

　

実人数１件

　　　

延件数７件

その他

　　　　　　　　　　　

実人数２件

　　　

延件数２件

４

　

その他の者に対する支援

　　　　　　　　　

実人数５件

　　　

延件数３０件

　　　　　　　　　　

５



３． ２０２５年度の取り組み

①相互交流の場の提供

　

社会的養護経験者等が集まり意見交換等ができる場として、「自立に向けた勉強

会」 を開催した。 高校１１２年生対象の勉強会は十和田市と弘前市で計２回行い約

５０名が参加。司法書士に講師を依頼し、クイズ形式で身近な法律問題について学ん

だ。退所・委託解除者と高校３年生対象の勉強会は、青森市で行い約４０名が参加。
グループ毎に自立に役立つクイズに挑戦し、その後は社会的養護自立支援協議会の

委員も含めた座談会を行った。どの勉強会も対象者同士で話をしたり、他施設職員

等と意見を交わすなど様々な繋がりが生まれる交流の場となった。昨年度よりも対

象者の幅を広くしたことで、本事業の存在を知り、新規の利用者も参加することに

繋がり良い交流の場となった。

　

その他にも、公共施設等を利用し数名程度が集まって意見交換等ができる場を積

極的に提供した。
②生活に関する相談支援二「助言

退所を控えた者に対する支援（以下、対象者）においては、社会的養護関係施設

等を訪問し、対象者や支援者と直接会って面談を重ねることで対象者との関係構築

に努めた。また、必要に応じて施設職員等や児童相談所と連携しカンファレンス等

を重ねるなどして、対象者に寄り添った支援ができるよう努めた。
退所した者（以下、相談者）への支援においては、相談者のニーズに応じて必要

な情報の提供、医療機関の受診や行政手続等の同行支援を行うなど日常生活で抱え

る不安等を軽減できるよう支援した。
また、電話やＬＩＮＥによる相談支援にも積極的に取り組み、対象者・相談者がよ

り気軽に相談できる環境づくりに努めた。
③社会的養護経験者等実態把握調査

　

社会的養護自立支援協議会やワーキング会議において委員の方からの意見を聴

収し、実態把握調査の内容を精査した。各施設や児童相談所にも協力を仰ぎ、約６０

名の有効回答を得ることができた。調査結果については学識経験者に集計と解釈を

依頼した。

④その他
今年度「特定非営利活動法人えんじゆ」へ入会した。活動応援企画の助成金を使

用して相談者へレトルト食品を配布、進学のため引っ越しをする対象者の引っ越し

費用の一部を援助することができた。
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【

　

児童自立生活援助事業みのり

　

】２０２５年度事業報告

（１）事業所の種類

　　

児童自立生活援助事業ロ型
（２） 定

　

員

　　　　　　

４名

１． 概要

【児童養護施設の情勢】

　

２０２２年の児童福祉法改正で社会的養護における年齢要件が弾力化され、児童

養護施設においても、児童自立生活援助事業がロ型として実施できることとなった。
さらにこれまで２２歳までとされていた年齢要件の上限が撤廃されたことで、社会

に巣立つ上での助走期間が長くとれるようになった。本事業は義務教育終了後、里

親やファミリーホームへの委託解除又は児童養護施設等への入所措置が解除され

た児童等に対し、共同生活を営むべき住居において、相談その他の日常生活の援助

及び生活指導並びに就業の支援を行い、あわせて援助の実施を解除された者への相

談その他の援助を行うことにより、社会的自立の促進に寄与する。
２． ２ ０ ２５年度業績報告
・定員充足率

　　

１，１５１人（入居者）／１，４６０人（定員×３６５日）×１００＝７８．８％

３． ２０２５年度の取り組み

①対人関係、健康管理、金銭管理、余暇活動、食事等日常生活に関することその他

　

自立した日常生活及び社会生活を営むために必要な相談・援助等の実施。
基本的には児童養護施設の支援と同様の支援を行った。成年になった者もいたた

め、 年齢に応じた契約の見直し、 支援の変更を都度行った。
②職場を開拓するとともに、安定した職業に就くための援助及び就業先との調整等

の実施。
なかなか就職が見つからず、 職員が引率してハローワークに通うこともあった。
なかなか就職とはならなかったが、アルバイトで経験を積むことができた。
③入居者の家庭の状況に応じた家庭環境の調整を行う。
家族との関係が悪化した入居者に家族への関わり方等のアドバイスをし、家族と

の仲介役となって関係調整を行った。未成年後見人が選任された入居者について

は、都度未成年後見人に確認をして対応に当たっている。
④児童相談所及び必要に応じて市町村（こども家庭センターを含む）、児童家庭支

援センター、社会的養護自立支援拠点事業、警察、児童委員、公共職業安定所等

　

関係機関との連携、児童自立生活援助事業所を退居した者に対する生活相談等の

実施。

児童相談所はもちろん、社会的養護自立支援拠点事業所や警察を連携して対応す
ることが多かった。退居した者については、定期的に連絡を取り近況の確認を行っ
ている。
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【

　

こどもレストランあつぶる

　

】 ２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　

こども食堂

（２） 定

　　

員

　

毎回３０人程度（週１回木曜日１７時～１９時実施）

１， 概

　　

要

地域のこども、子育て家庭に対し無料または安価で「栄養のある食事・温かな団築」
を提供する。また「孤食」の防止・こどもと地域の大人やこども福祉に関わる機関の

ソーシャルサポートネットワーキングを目的とする。利用者を「貧困家庭のこどもや

親子」と限定するのではなく、広く地域のこどもたちの居場所としての役割を果たす。

２． 登録者・利用者

０登録者

　

７２名

　

子ども４６名 保護者２６名

　

２０世帯

○利用者

　

４７２名（子ども２９５名

　

保護者１７７名） １０月～３月

３． ２０２５年度の取り組み

①地域の中のこどもの居場所として機能する。
登録者が増加し３班編成で実施した。多子家庭の利用もあり、多くのこどもたちの

居場所として機能することができた。
また、学生ボランティアの協力を得られていることで、こどもたちは楽しい食事の

時間を過ごしている。 また、 スタッフにとっても心強い。
②栄養バランスのとれた食事を提供する。
栄養士が考案したバランスのとれたメニューを提供することができた。利用者から

は「レシピが知りたい」「ここにくると子どもが野菜を食べるんです」との声もあが

っている。

③利用者同士のコミュニケーションを促進する。
３班編成で実施したことで、顔なじみとなり利用者同士がコミュニケーションをと

る姿が多く見られた。
④手作りの温かい料理で食への関心を高める。
厨房と実施スペースである地域交流スペースが隣接していることで、常に適温で食

事を提供することができた。
⑤クリスマス会等のイベントを実施する。
ハロウィンやクリスマス、 お正月など、 季節のイベントを実施することで、 こども

のたちだけでなく、保護者にも喜んでいただくことができた。
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【

　

児童家庭支援センター太陽

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　

児童家庭支援センター（第２種社会福祉事業）

　

地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童に関する家庭、その他

　

からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とするものに応じ、必要な

　

助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術的助言その他必要な援助を

　

行うほか、保護を要する児童又はその保護者に対する指導を行い、あわせて

　

児童相談所、児童福祉施設などとの連絡調整等を総合的に行い、地域の児童、

　

家庭の福祉の向上を図ることを目的とする。

（２）定員

　

定めなし

１． 概要

【児童家庭支援センターの情勢】

　

近年、改正児童福祉法の施行により、市町村を中心とした相談支援体制の強化

が進められており、こども家庭センターの設置など、地域における包括的な支援

体制の整備が求められている。こうした中、児童家庭支援センターは、地域にお

ける身近な相談支援機関として、子どもと家庭に関する相談対応に加え、関係機

関と連携しながら支援に繋ぐ役割が求められている。

　

一方で、児童相談所における相談件数は増加傾向にあり、家族を取り巻く課題

も複雑化・多様化している。 また、 ヤングケアラーなど、 表面化しにくい課題へ

の対応も重要となっている。

　

このような状況をふまえ、早期発見・早期支援の推進とともに、関係機関と連

携強化や支援体制の構築が求められている。

２． ２０２５年度 業績報告

　

２０２５年度の相談の実人数は２７２人、 相談延べ件数は３，０００件となっ

ており、地域における相談ニーズの高さがうかがえる。相談内容は多様化・複雑

化しており、継続的な支援を要するケースも多く見られた。こうした状況から、
個別支援の充実に加え、関係機関と連携を図りながら、早期対応に繋げていくこ

とが重要な課題となっている。

以下内訳について月別相談延べ件数を表１に、相談指導種別を表２に示す。
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表１

　

月別相談延件数

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計
電話相談 ８ ５ ６ ４ ７ １７ １７ １９ １８ ９ ６ １４ １３０
来所相談 １７２ １６９ １７２ ２８４ ２４１ １６８ １８９ １８８ ２２６ １８０ １２７ ２６９ ２３８５
訪問相談 １２ １５ １９ ２５ ７５ ２７ １９ ３８ ３４ ２７ ３９ ２６ ３５６
心理療法等 ０ ３ ３ ２ ２ ３ ４ ” ２ ５ ６ ４２
メール・ｓＩＳ・手紙相談 ８ ９ ９ ５ ６ ２ ４ ２０ ７ ４ ４ ９ ８７
その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

月別延件数 ２００ ２０１ ２０９ ３２０ ３３０ ２１６ ２３２ ２６９ ２９６ ２２２ １８１ ３２４ ３０００件

表２

　

相談・指導内容の種別延件数

養旨雀
保健 障害

非行 育

　　

成
その他 合計

虐待 その他 〈犯等 触法行為性格行動 不登校 癒件 育児・しつけ

２０ ２９０ ５ ０ ０ ５８ ５５ ０ ２５５５ １６ ３０００件

・トワイライトステイ事業

弘前市との定めにより、親の就労等により夜間及び休日の養護に欠ける児童

の生活支援等を行った。開設日数３５９日、 登録児童数１５５名、 延べ６０１

名の利用があった。
・ＳＮＳを活用した相談受付体制業務
ＳＮＳを活用した相談受付体制業務を行い、延べ２９０件の相談があった。
・青森県ヤングケアラー支援センター

青森県との定めにより、２０２５年８月１日より青森県ヤングケアラー支援

センターを開設・運営している。 延べ１７件の相談があった。

３． ２０２５年度の取り組み

　　

①相談支援体制の強化

　　　

今年度は地域における身近な相談機関として多用な相談に対応した。継続的

　　　

な支援を要するケースも見られ、 丁寧なアセスメントを行いながら、 個別

　　　

支援の充実を図った。

　　

②関係機関連携・コーディネート機能の強化

　　　

行政、教育、医療、福祉等の関係機関と連携し、情報共有や役割分担を図り

　　　

ながら、 支援につなげた。 多機関にまたがるケースにおいては調整を行い、

　　

切れ目のない支援に努めた。

　　

③広報・アウトリーチ機能の強化

　　　

ＳＮＳや子育て支援アプリでの情報発信、 地域イベントの参加等を通じて、 広

　　　

報活動を実施した。 認知度向上につながり、 相談へ結びつくケースも見られ

　　　

た。
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【

　

幼保連携型認定こども園花園保育園

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類：幼保連携型認定こども園 （第二種社会福祉事業）

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとして「保育を必要とする子どもに

対する保育」並びに「満３歳以上の子どもに対する教育」を一体的に行い、子ど

もの健やかな成長が図られるように適当な環境を与えて、その心身の発達を助長

するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的とする（就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第二条第七項を

参照）。
（２） 定員：９５名

１． 概要

【保育・幼児教育業界の情勢】

　

２ ０２５年度は、「こども未来戦略」等を背景に、保育の質向上と保育者の負担軽減

を目的とした制度整備が引き続き進められた。特に１歳児の職員配置基準の改善（６

対１から５対１）に向けた動きが進行するなど、保育の質に関わる取り組みが推進さ

れている。 一方で、 少子化の進行により、 全国的に定員充足率の低下が続いており、
施設運営における環境は厳しさを増している。弘前市においても同様の傾向が見られ、
当園においても定員充足が課題となる中での運営となった。このような状況において、
当園では 「受容・共感・応答」 を基盤とした関わりを大切にしながら、ＨｉｇｈＳｃｏｐｅの

実践を軸とした「高品質な保育・幼児教育」の提供に努めた。また、人財育成、職場

環境の整備、保護者支援の充実を通して、選ばれる園であり続けるための取り組みを

推進した。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率：８６． ７％

　

（前年度の８５．２％から１．５ポイント上昇）
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３． ２０２５年度の取り組み

①保育・幼児教育の質向上

ＨｉｇｈＳｃｏｐｅ認定トレーナーおよびＨｉｇｈＳｃｏｐｅ教師が在籍している体制を活かし、
ＨｉｇｈＳｃｏｐｅ に関する人材育成については外部講座への派遣は行わず、園内ＯＪＴ

を中心に実施した。日々の実践と振り返りを通して学びを深めることで、理論と

実践の往還を重視した育成を行った結果、 ３名の職員がアメリカ本国認定の
ＨｉｇｈＳｃｏｐｅ認定教師資格を取得した。ＨｉｇｈＳｃｏｐｅ認定プログラムの取得には、各ク

ラスに本国認定のＨｉｇｈＳｃｏｐｅ認定教師の配置が必要であるため、今後は段階的な

育成計画に基づき体制整備を進める。具体的には、２０２６年度にＰＣＣ（Ｐｒｅｓｃｈｏｏー

Ｃｕｒｒｉｃｕ１ｕｍＣｏｕｒｓｅ） を受講しＨｉｇｈＳｃｏｐｅ教師を養成し、２０２７年度に本国認定

申請を行うことで、全クラスのリードティーチャーが本国認定資格を有する体制

の構築を目指す。
②地域連携強化
ホームページ、ＳＮＳ、チラシ等を活用し、毎月継続的に情報発信を行った。保育の

内容や日常の様子を発信することで、地域および保護者への理解促進に努めた。
また、親子オープンスペースを年間１２回開催し、「親子交流」「子育て相談」「情

報提供」の場として地域に開かれた取り組みを実施した。
③職員育成
常勤職員の専門性向上を目的として、外部研修への参加および園内研修を実施し

た。研修で得た知見は復命書等により共有し、園全体での学びの蓄積と活用を図

った。また、保育教諭のキャリアアップ研修についても計画的な受講を推進した。
④環境・施設整備

教育・保育の質向上を目的として教材・素材の計画的な購入を行った。あわせて、
日常点検および定期点検を徹底し、安全性の確保と必要な設備改修を実施した。
⑤保護者支援
前期・後期の個別面談およびアンケートを実施し、保護者ニーズの把握と改善に

取り組んだ。 特にアンケートにおいて要望のあった 「完全給食」 については、 ９

月より提供を開始し、保護者の利便性向上につなげた。
⑥定員充足率向上

市場動向を踏まえ、１０月に定員を９５名から８５名へ変更し、 実態に即した運

営体制へ移行した。 これにより、 充足率の改善につなげた。 また、 ２０２６年度

よりりんごベビーホームとの統合が正式に実施されており、今後は統合による相

乗効果を活かしながら、さらなる定員充足と運営の安定化を図る。
⑦財務安定化
サービス活動増減差額は前年度と同水準を維持し、安定した財務基盤の確保に努

めた。今後も、収支バランスを意識した運営と保育の質の維持・向上の両立を図

って いく。
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【

　

保育所りんごベビーホーム

　

】 ２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　

（第二種社会福祉事業）

　

保育所は、児童福祉法第３９条の規定に基づき、保育を必要とする子どもの

保育を行い、その健全な心身の発達を図ることを目的とする児童福祉施設で

あり、入所する子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を積極的に増進すること

に最もふさわしい生活の場でなければならない。その目的を達成するために、
保育に関する専門性を有する職員が、家庭との緊密な連携の下に、子どもの状況

や発達過程を踏まえ保育所における環境を通して、養護及び教育を一体的に行う

ことを特性としている。

（２） 定員

　

３０名

１． 概要

【保育業界の情勢】

　

２ ０２３年度に発足したこども家庭庁からは、こども基本法やこども未来戦略に基

づき、次々と新しい施策が打ち出され保育に関しても様々な見直しが進んできた。「加

速化プラン」に盛り込まれた「こども誰でも通園制度」が２０２６年度からはこども

たちの権利として全ての市町村で実施が義務化される。新たな給付となるため、必ず

しも全ての園が実施するものではないが、在園児にとどまらず地域のこどもたち全て

に目を配った園運営がますます求められていくことになる。こどもの数が少なくなっ

ても、 そのこどもたちの育ちと学びを育む「保育」が必要不可欠となる。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　

４月は１４名からのスタートとなり、３月は１８名で定員には達することができな

かった。 充足率は６０％であり減少傾向である。様々な方法で情報発信した効果が出

始め、年度末の入所見学が数名あったが定員には程遠く残念であった。花園保育園と

の統合が決まり入園予定の方々は花園保育園へご案内した。
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３． ２ ０２５年度の取り組み

①子ども一人一人の発達や特性を理解し、居心地の良い場所で学ぶことを楽しめる

環境を整えていく。
・常に笑顔で穏やかに接し、声のボリュームで威圧感が感じられないよう職員一人

一人が意識した。子どもたちの「今」に目を向け必要な環境を設置した。
②職員同士が対話し自分にも向き合い言語化していく。
・子どもたちのことについて 「こんなことをしている」「これが楽しそう」「この場

面は苦手」など様々なことを職員間で共有した。
③研修で得た知識を活用できるよう園内研修を通して職員全体へ周知し、できるこ

とから実践し質の向上を図る。
・職員が自ら研修を選び参加したことで、普段の保育へ繋げていたことが良かった。
④ハイスコープカリキュラムの理解を深め、子どもが安心した中で伸び伸び挑戦す

ることを続けられる環境を考えていく。
・子どもの姿ベースに考え、興味や関心あるものへ対して遊び込めるような環境を

作るようにしていた。保育者の関わり、言葉遣いへの意識も高めた。
⑤保護者に寄り添える心のゆとりを持ち、専門職として研鎖し続ける。
・応答的に優しく思いやりを持って穏やかに接した。子どものしていることを伝え

一緒に育っている部分を共有した。
⑥地域交流を積極的に行ない、園外の方々との交流経験や学びに繋げていく。
・積極的にデイサービスや消防署、散歩の際に地域の方々との交流を多くできたこ

とで、自然に挨拶が元気にできるようになり、ちょっとした言葉のやり取りから会

話もできるようになっていた。
⑦園長と全職員の個別面談を年２回行ない、意欲向上へ繋がるようにしていく。
・建設的な意見が多くなり、職員の意欲向上へ繋がった。職員間の雰囲気が良くな

ってきている。
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【

　

幼保連携型認定こども園弘前保育園

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　

幼保連携型認定こども園（第二種社会福祉事業）

　

義務教育及びその後の教育の基礎を培うものとしての満三歳以上の子どもに

対する教育並びに保育を必要とする子どもに対する保育を一体的に行い、これら

の子どもの健やかな成長が図られるよう適当な環境を与えて、その心身の発達を

助長するとともに、保護者に対する子育ての支援を行うことを目的とする。（就学

前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第二条第七

項を参照）
（２） 定

　

員

　　

９５名

１． 概要

【幼保連携型認定こども園業界の情勢】

　

令和６年１２月２６日「こども誰でも通園制度の制度化、本格実施に向けた検討会

が開催された。令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども子育て支援事

業として制度化され実施自治体の増加を図ったうえで、令和８年度から子ども・子育

て支援法に基づいた新たな検討として全国の自治体で「こども誰でも通園制度を実施

することとされている。

　

この検討会では、これまでの内容の「取りまとめ（案）」や「こども誰でも通園制度

実施に関する手引き（素案） について議論された。

　

【事業の目的】すべてのこどもの育ちを応援し、子どもの良質な成育環境を整備す

るとともに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわら

ない形での支援を強化するため、月一定時間までの利用可能枠の中で、就労要件を問

わず時間単位等で柔軟に利用できる乳児等通園支援事業を創設する。

　

※Ｒ７．２．１現

在、弘前市内の登録園は３件と聞いている。

２． ２０２５年度業績報告
定員充足率

　

１０８％

　

（実員：１０３名

　

／

　

定員：９５名）

　

来年も引き続き１００％オーバーを目指す。具体的な対策：外部への発信に関わ

るＳＮＳ、 見学者対応、 オープンスペースの開催を意識的に慎重に努める。
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３． ２０２５年度の取り組み

　　

保育目標「いきいきとした明るい子ども」

①職員一人一人が上記の目標を意識し、楽しい保育・教育生活を提供しようと意識す

る。

・外から見た分析や観察ではなく、参加型の保育をより意識して園児に関わるよう繰

り返し職員会議等で機会を設けた。課題と感じる職員には、引き続き声掛けしてい

く。

②個々の課題や成果が以降の業務に繋がるよう、年２回の個人面談を設ける。
・年に２回の面談は実施した。
ーその他、年度下旬に職員アンケートを実施。園全体で改善すべきポイント（職員の

不適切な言動等） を整理し次年度につなげることとする。
③菜園を活用し、「食の大切さを楽しく学ぶ」ことへ繋がるような環境作りや計画を

設定する。
・調理員・保育者・用務員が連携してそれぞれの専門分野を生かしながら進めること

が出来た。
・年長クラスを中心に菜園の区画や育てたい野菜を計画的に進めることが出来た

④職員の技術・資質・意識が向上できるようキャリアアップ研修の他、園内外の研修

を充実させる。
・係を中心としてＨＳに関する疑問や悩み等をお互いに出し合い、園内職員全体で解

決していくよう努めた。
・園内研修は、職員で希望の内容を取り入れるなど主任を中心に工夫・実施した。
⑤チームワークを大切にし、職員間での「報告・相談・連絡」を強く意識しながら業

務に務める。
零あらゆることが不透明にならないよう「報・運・相」を意識し業務に務めることが

できたが、今後も個々に意識を強く持って業務にあたる。
・職員一人ひとりが責任を持って行動する点に関しては今後も引き続き課題とする。
⑥経験年数に関わらず、それぞれの想いを表現できるような環境づくりに努める。
・係や行事の役割毎に小会議を設け、それぞれの意見を出しやすいような環境作りに

努めた。少人数で行うことで、それぞれの意見も発しやすく内容も進めやすかったと

感じる。
⑦保護者や地域の方への信頼に繋がるよう、 気づいた事はより良い働きができるよ

う打合せや話し合いの時間を設ける。
・保護者アンケート等も基に改善点を話し合い、改善できる点は積極的に意見を出し

合うことができた。
⑧園の自然な雰囲気や環境作りが保護者に伝わるよう「見える化」を心がける。
・毎日の連絡帳や送迎時のやりとりができる時間や場面を大切に利用・活用すること

が出来た。
ーＳＮＳを活用して普段の園内の様子を発信した。
・日週案を各保育室前に掲示し、保育の活動内容は保護者と共有できる環境にした。
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【

　

養護老人ホーム弘前温清園

　

】２０２５年度事業報告

【外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業弘前温清園】２０２５年度事業報告

（１）事業所の種類

　　

養護老人ホーム（老人福祉法２０条の４）（第１種

　

社会福祉事業）

　　

外部サービス利用型特定施設入居者生活介護（介護保険法第８条第１１項）

　

６５歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由（政令で定めるものに
限る。）により居宅において養護を受けることが困難なものを入所させ、養護す
るとともに、 その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために
必要な指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とする。

　

特定施設入居者生活介護とは、特定施設（養護老人ホーム）に入居している
要介護者について当該特定施設が提供するサービスの内容、これを担当する者
その他厚生労働省で定める事項で定めた計画に基づき行われる入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日常生活上の世話であって厚生労働省で定めるもの、機
能訓練及び療養上の世話をいう。
（２） 定員

　　

１ ２０名 （内養護利用者フ０名、特定施設利用者５０名）

　　

短期入所事業２名

１． 概要
【養護老人ホーム業界の情勢】

　

生活困窮などで自力では暮らせない高齢者を養護し、社会復帰へと導〈ことを目的
としているが、入所者が抱えている課題は複雑化しており復帰は難しい現状にある。
自治体の財政難等を背景とした「措置控え」の傾向が全国的に強く、各市町村によっ
て措置入所数に地域格差が出てきている。青森県内の平均入所率は約９０％（２０２
４年全国老施協調査より）となっており、全国平均（約８５％）より上回っているもの
の、施設の活用が十分されないまま空床状態が続き、社会的にも深刻な問題となって
いる。当施設では、弘前市からの措置が９割以上で、他につがる市や藤崎町、西目屋
村から新規の措置があり、９月以降はほぼ滴床で推移できた。今後も行政機関と円滑
な連携を図り、積極的な利活用に向けて働き掛けを行っていく。また、厚生労働省は、
養護老人ホームの「契約入所」の取り扱いを示し、空床を活用し居住に課題を抱える
者の受け皿として重要な役割が期待されている。２０２５年１２月には、介護支援専
門員へ養護老人ホームの活用の推進と、地域ケア会議の構成員となれるよう市町村や
地域包括支援センターへ働き掛けを行う旨の通知が出され、高齢者のセーフティネッ
トとして活躍が期待されている。地域共生社会の実現に向けて、地域や行政機関等と
の協力体制を密にし、信頼関係を強固なものにしていくことが重要である。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　

９７． ７ ％ （１２０名／日）
＜弘前市＞

　

入所待機者は一定数確保できたが、入所判定会議が年３回の開催である
為希望する時期に合わせた入所には至らず、結果的に入所者数の増加には至らなかっ
た。
＜他市町村＞

　

養護老人ホーム（つがる市）の閉園に伴い、８月から新規受け入れを実
施した結果９名入所した。他に藤崎町から２名と西目屋村から１名入所し、入所者数
が増加した。

　

・全体として入所者数が退所者数を上回った。定員充足率は９割以上を保つことが
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でき、 ９月～３月は９９． ５ ％ だ っ た。

　

また、特定施設入居者生活介護の指定を受けた事業所としての役割も果たすべく、
委託先のサービス事業所と連携を図り、自立支援に向けた適切な介護保険サービスの
提供に努めることができたものの、一方で新規入所者の平均要介護度低下により介護
サービスの量が減少し、全体を通して収益減となった。

　

当施設の周知と地域での利活用促進の為、『事業者及び一般向け」と「ケアマネジャ
ー」向けの２種類パンフレットを作成し、弘前市内の地域包括支援センターや病院の
医療連携室等へ配りＰＲ活動を行った。施設見学希望者や入所に関する問い合わせは、
月平均７件であった。

３． ２０２５年度の取り組み
（１）利用者の自立支援
・利用者個々に意向に沿ったケアプランを作成し、自立に繋がる目標の設定と達成
に向けて利用者・担当職員が多職種と連携し一緒に取り組むことができた。
・行事食の下ごしらえ作業や花・野菜の栽培、音楽祭を始め行事や季節に合わせて
飾る作品作り等役割を持つ事で、生きがいに繋げることができた。
・外食や買い物、ねぶた観賞、音楽コンサート等の外出に利用者が選択、判断し参
加できるよう行事や余暇活動を企画立案し、実施した。
・月１回理学療法士による機能訓練を、対象者を選定しメニューを決め個別に実施
した。車椅子使用からシルバーカー使用での歩行移動になる等機能訓練による効果
が見られている。
・２か月に１回作業療法士による機能訓練を実施した。健康や運動に関する講義と
レクリエーション等を通して、 介護予防への関心を深めながら取り組めた。
（２） 職員の資質向上
・毎月１回のＴ研修の日」では、 園長を始め職員が輪番で講師を務め、 テーマに沿っ
て共に学んだ。１１月～２月は園内で感染症が流行し実施できなかった。
・ＯＪＴを実践した細かい指導やテーマに沿った少人数での研修に取り組み、職員
の資質及び専門性の向上を図った。
・高齢者虐待や身体拘束等の不適切なケアについて研修を行い、グループワークで
内容を深め、各自で振り返り業務に繋げることができた。
・事例検討会やサービス担当者会議は全職種が参加し、意見交換と情報の共有、支
援のあり方を振り返ることができた。更に他者の事例を通じて、ケアの資質や姿勢、
技術なども再確認でき、施設全体のスキルアップに繋がった。
・ＢＣＰ研修と机上訓練を行い、有事の際の対応を確認し深めることができた。
（３）地域共生
・７月施設内で青い海と森の音楽祭を開催した。施設の関係者や保育園の園児、地
域住民も招いての実施となり、 多世代間等の様々な形で交流を図れた。
・利用者が個別で地域の交流センターのサークル活動へ参加し、サークル仲間と交
流を図っていた。
・弘前学院大学と新たに県立保健大学の社会福祉士の実習を受け入れ、学生の学ぶ
機会を設け、利用者と交流を図ることができた。実習担当者が連絡会や報告会へ出
席し、学校との連携を密にできた。
・町会活動として総会への出席や利用者と一緒に側溝掃除、児童公園の清掃活動を
行い、地域住民との顔が見える関係づくり、地域での役割づくりに繋がった。
・各市町村と連携し、緊急時のショートステイ受け入れ等、虐待事案や生活困窮等
による高齢者のセーフティネットの役割を果たす施設として総合的な支援に取り
組んだ

　

（１）利用者の自立支援
・利用者個々に意向に沿ったケアプランを作成し、自立に繋がる目標の設定と達成
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【

　

養護盲老人ホーム津軽ひかり荘

　

】２０２５年度事業報告書

（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業所

　

津軽ひかり荘）

（１）事業所の種類

１、６５ 歳以上の者であって、環境上の理由及び経済的理由（政令で定めるものに

限る。） により居宅において養護を受けることが困難なものを当該市町村の設

置する養護老人ホームに入所させ、又は当該市町村以外の者の設置する養護老

人ホームに入所を委託すること。（老人福祉法

　

第１１条第１項第１号）

２、養護老人ホームは、第１１条第１項第１号の措置に係る者を入所させ、養護

するとともに、その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するため

　

に必要な指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とする施設とする。（老

人福祉法

　

第２０条の４）

３、視覚または聴覚に障がいのある入所者の数が入所定員の７割を超える養護老
人ホームであり、 職員配置が一般型よりも手厚い基準となっている。
（２） 定員

　　

７０名 （養護利用者

　

４０名

　

特定施設利用者

　

３０名）

概要
【養護盲老人ホーム業界の情勢】

　

全国的に養護老人ホームにおける措置控え、空床の問題が顕在化している。空

床状態でありながら、市区町村の入所判定委員会の開催は年２．３回で要入所時期

と合わないとするケースも散見されている。さらに、人件費や物価の上昇等によ

り施設運営が厳しい状態は変わらず継続されている。また、視覚障がいだけでは

なく、高齢化に伴う心身機能の低下により、 多様化する支援・介護のニーズが新

たに生じるなど、その状態やニーズに応じた支援が必要とされている。

２． ２０２５年度業績報告
０

　

充足率

　

９４．１％ （１日あたり

　

６４．４名）

　

市町村等の自治体との連携・協力体制は良かったが、例年にな〈利用者の退所が

続き、 充足率は９割を超えたが前年比では一４．３の減少となった。

１９



（１）利用者在籍数平均６８名を維持し、適切な収益性の確保に向け、計画的かつ

効率的な事業運営を行う。
①

　

利用者在籍数

　

平均６６．０名。

　

運営に支障が出て利用者の生活に不利益が生じぬよう、適切な収益性の確保に

　

向け、計画的かつ効率的な事業運営を行った。
（２）利用者の多様なニーズに対応したサービス提供を実践するための研修を計画

的に実施し、 職員の資質の向上を目指す。
①

　

利用者の多様性や価値観の違いを認めつつ、それにより差別が生じぬよう、

　

利用者の人権の尊重と、個人の尊厳を守った支援を行った。また職員のみ

　

ならず、 利用者にも普及・啓発を行った。
②

　　

事業計画に基づいて、 計画的に研修の実施を行った。

　

また、外部講師を迎えた研修を増やし、職員の質の向上を図った。
（３） 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定と継続した見直しや虐待や不適切ケア予防の為の

研修を実施し、必要なサービスが継続的に提供できる体制を維持する。
①

　

業務継続計画を元に、年間で３回の研修を実施することができた。

　　

・ ２０２５年

　

８月

　

感染症発生予防及び蔓延防止について

　　

・ ２ ０ ２５年

　

８月

　

災害想定の通報訓練

　

１回目

　　

・ ２ ０ ２６年

　

２月

　

非常災害時想定からの避難訓練

　　

・ ２０２６年

　

２月

　

災害想定の通報訓練

　

２回目

　

※ 新任、異動職員には、都度研修を実施した。

　

また、定期的に防災委員会を開催、見直しすることで、必要なサービスが

　

継続的に提供できる体制を維持することができた。
（４）施設の情報開示や広報活動等の情報発信を通じ地域から信頼される施設づく

りを推進する。
①

　

サービスの自己点検を行い、遵守すべき法令に基づき業務が行われているか

　

確認した。ニーズに応じた良質なサービス提供を実践し社会的信用や地域に

　

おける信頼を得るように努力した。
③

　　

相談機関に持ち込まれる相談を待つのでは無く、待機者有無のハガキ配布、

　

各市町村担当者との相談電話連絡、施設見学の提案等を行った。

３． ２０２５年度の取り組み

２０



【

　

特別養護老人ホーム弘前静光園

　

】２０２５年度事業報告

１． 概要

　

特別養護老人ホームは、医療・介護基盤の再編等により、要介護高齢者の終末期

の看取りの場として位置づけられている。これにより、医療依存度の高い利用者の

割合が増加しており、その対応力が問われている。これに対し、嘱託医をはじめと

する医療機関との連携を強化しながら、医療的ケアに関する教育訓練を行うととも

に、情報共有と省力化を図るため、見守りシステム等のＩＣＴ機器を活用して、 サ

ービスの質や生産性の向上に努めている。地域においては短期入所による在宅介護

支援に加え、公営住宅シルバーハウジング等に対し生活援助員の派遣を継続し地域

福祉と地域包括ケアの拠点として活動していく。加えて、介護人材の安定的な確保

　

を目指してＳＮＳなどを活用した積極的な情報発信を行っている。
２． ２０２５年度業績報告（定員充足率）
長期入所

　　　

年間利用率

　　

９３． ３％

　　　

要介護状態区分平均

　

４． ２

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 ２１１１ ２２３０ ２３２７ ２４５１ ２３５４ ２２４２ ２２７４ ２２（沿 ２２６２ ２３１５ ２０９０ ２３９４ ２７，７８５

入院 ９３ ９３ ３３ ４５ ９１ １２１ ６５ ３０ １０６ ６４ ６１ ４２ ８４４

外泊 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

利用率 ８７．９ ８９．９ ９６．９ ９８，８ ９４．９ ９３．４ ９１．６ ９１，６ ９１．２ ９３，３ ９３．３ ９６．５
、＼＼＼＼

　

＼＼－＼＼

（１） 弘前静光園

　

指定介護老人福祉施設、（介護予防） 短期入所生活介護事業

　

身体上又は精神上著しい障害のため常時介護を必要とする「要介護３」以上

　

の高齢者（長期入所）、同居家族の身体的・精神的負担の軽減が必要な高齢

　

者（短期入所）に対し、入浴・排池・食事等の介護、生活相談、社会生活上の

　

便宜供与、その他日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話

　

を行い、その有する能力に応じ、その人らしく自立した日常生活を営むこと

　

ができるよう支援することを目的とする。

２０２４年

　

年間利用率

　　

９１．７％

　　　　

要介護状態区分平均

　

４．１

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 ２１０７ ２２２９ ２２６４ ２３２３ ２２８９ ２２４４ ２３９２ ２１６７ ２２９０ ２２８７ １９９７ ２１９６ ２６，７

　

８５

入院 ８７ ２９ ５ ” ２３ ３０ ３７ ７４ ７７ ３１ ２７ １５６ ５８７

外泊 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

利用率 ８７．８ ８９，９ ９４，３ ９３．７ ９２．３ ９３，５ ９６．５ ９０．３ ９２．３ ９２．２ ８９．ｌ ８８．５

　

＼＼＼＼＼＼

２０２３年

　

年間利用率

　　

９３．２％

　　　　

要介護状態区分平均

　

４．１

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 ２０７６ ２２４１ ２３４６ ２３５３ ２３５５ ２２３４ ２３４６ ２３３６ ２２７７ ２３２７ ２１４４ ２２６寸 ２７，２９６

入院 ７０ ４２ ３８ ８８ ６３ １１６ ５４ ５３ ６２ ９４ ８４ ７５ ８

　

３９

外泊 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

利用率 ８６．５ ９０，４ ９７，８ ９４．９ ９５，Ｏ ９３．ｌ ９４．６ ９７．３ ９１．８ ９３．８ ９２．４ ９１．２

２１



短期入所

　

２０２５年

　

年間利用率

　　

７９．６％ 要介護状態区分平均

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 ２６５ ２６８ ２８５ ２４６ ２７９ ２２１ ２０５ ２０５ ２０９ ２４１ ２５８ ２２５ ２，９０７

利用率 ８８．３ ８６，５ ９５，Ｏ ７９．４ ９０．Ｏ ７３，７ ６６．ｌ ６８．３ ６７．４ ７７・７ ９２，Ｉ ７２，６

　　

‐＼

２．８

２０２４年

　

年間利用率

　　

フ９．８％

　　　　

要介護状態区分平均

　

２．６

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 １５５ ２０１ ２１１ ２３７ ２７２ ２０９ ２７７ ２５９ ２９０ ２７４ ２７９ ２４８ ２，９１２

利用率 ５１．７ ６４．８ ７０．３ ７６，５ ８７．７ ６９．７ ８９．４ ８６．３ ９３．５ ８８，４ ９９．６ ８ＱＯ
＼＼

　　　

、

　

＼－

　

＼ー＼

　　　　　

、＼

２０２３年

　

年間利用率

　　

７９．４％

　　　　

要介護状態区分平均

　

２．４

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

延べ人員 １９９ １８３ ２３３ ２３１ ２７６ ２７４ ３０９ ２３７ １９０ ２３８ ２７８ ２５５ ２，９０３

利用率 ６６．３ ５９，Ｏ ７７・７ ７４．５ ８９．Ｏ ９１．３ ９９．７ ７９．Ｏ ６１，３ ７６．８ ９５．９ ８２．３
、

　　　　　　　　

－

　　　

－

　　

、‐

　　　　　　

、、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‐

　　　　

、、

３． ２０２５年度の取り組み

① 生産性向上に関する取組の強化
・見守り支援システム（眠りスキャン）を活用し、介護記録ソフト（ほのぼの）や無

線相互通信システム（インカム）等と連動することで、利用者の安眠の確保、転倒

転落の予防、急変時の早期発見、職員間の速やかな連携と業務負担の軽減を図って

いる。

② 業務継続計画 （臼ＣＰ）の策定と訓練の実施
・自然災害対策と感染症対策の業務継続計画を策定、整備している。それぞれ年２回

の訓練を実施することで、有事の際には被害を最小限に抑え、必要な業務を中断さ

せず継続的に提供できる体制を構築している。また、研修や訓練を実施し、職員の

災害に対する意識を高め、利用者並びに職員の安全を確保している。
訓練は夜間や早朝などの職員が少ない時間帯を想定して実施し、より現実的なイメ

ージを持ちながら取り組んでいる。
③ 感染症対策
・毎週１回を基本とし、感染症対策委員会を実施して感染症の種別や状況に応じた適

宜適切な対応を実施した。種々感染は発生したものの、蔓延を制御しながら、並行し

て新規入所のニーズに対応することができた。具体的な対策行動については、感染症

法に定める第二種協定指定医療機関である弘愛会病院の感染症対策チームによる訪

問指導をもとに、内部研修や初動訓練などを実施して対応力の向上を図っている。

２２



【

　

弘前静光園デイサービスセンター

　

】

　

２０２５年度事業報告

（１） 弘前静光園デイサービスセンター

　　

指定通所介護事業

指定第１号通所事業

　

要介護状態または要支援状態にある高齢者に対し、可能な限り住み慣れた地

域において安心して生活ができるよう、 必要な日常生活の世話や機能訓練を行

い、心身機能の維持・向上や社会的孤立感の解消、家族の身体的及び精神的負

担の軽減を図ることを目的とする。
（２） 定員

　　　

１日２９名

１． 概要

　

世帯構造をみると、変わらず単独世帯・高齢夫婦のみの世帯が増加しており、今

後もしばらく増加傾向である。また、老々介護や認認介護などの介護力の低下が目立

ち、在宅型有料老人ホームへの住み替えが進んでいる。一方で、介護状態区分は軽度

化傾向であり、自立支援と要介護状態の重度化防止の取り組みの推進が課題になって

いる。

２， ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　　

年 間 利 用 率

　　　　

８１． ６％

　　

１日平均利用数

　　

２３． ６人

　　

４ 半 期 別

　　

４月 ～ ６月

　　　　

８ ６．９ ％

７月 ～ ９月

　　　　

８ ２．５ ％

１０月～１２月

　

８１．４％

１ 月 ～ ３月

　　　　

７ ５．４ ％

３． ２０２５年度の取り組み

・行事内容の充実

新型コロナウイルス感染症の位置づけが「５類感染症」に移行後、魅力あるデ

イサービスセンターを目指し、デイサービスの行事も、積極的に地域の方と利

用者様との交流を心掛け、バーベキュー行事や敬老の集いなどに、保育所の園

児さんの来訪、地域のボランティアさんの参加など利用者様の満足度を高める

ことを念頭に行事を実施した。
イベント・余暇活動の充実

（訪問販売の充実、ひのき風呂等工夫を凝らした入浴週間の実施、カレンダー

プロジェクト、 ハンドマッサージ等）新たな取り組みを行い、 利用者様が継続

して利用したくなるイベントの充実を図った。
独居生活並びに高齢者世帯へ夕食弁当サービスを提供

年間提供数延べ１８６回

２３



２４

②稼働率９０％以上を維持

・年度当初は、登録数も１００名を上回り、稼働率も日によっては目標を達成し、
好調なスタートを切った。月平均でも目標に近づく稼働率で、今年度は感染症

の拡大もほぼ抑えることができ、上半期はまずまずの滑り出しであった。
・下半期から徐々に利用終了者が増え、冬が近づくにつれ新規利用も減少したう

えに、 年明けには入院者も増え、豪雪もあり、感染症の拡大こそなかったが、
稼働率が下がり、 年間利用率が８１．６％と、 目標の達成はできなかった。
・各居宅への空き状況報告、現在の利用者様の利用回数の見直しを適宜行った。
・ホームページでの、空き状況の更新（月１回）の継続の他、事業所のＳＮＳ分野

の強化を行い、インスタグラムの他、Ｔｉ

　

ｋＴｏｋを活用し、 デイサービスの

活動を積極的に発信し広報活動に力を入れた。
・リーフレットを作成し、 市内のコンビニエンスストァへ設置し広報活動を行った。
・利用者様の状態を、必要に応じ担当ケアマネジャーへ報告し、利用回数の見直

しや臨時利用の促進を行った。
③地域交流を図る
・行事において、利用者様ご家族はじめ、地域ボランティアさんの参加、法人内

保育園児の参加などを通じ、利用者様との交流を深めた。
・弘前市ボランティアセンターに依頼し、普段のデイサービスにおける業務のお

手伝いや、行事での活動のお手伝いを依頼し、利用者様との交流を深めた。
・各教育機関の実習受け入れを行い、将来の福祉人材の育成を踏まえた地域貢

献、利用者様との交流を行った。
・地域の移動販売の店舗に依頼し、移動販売の充実を行い、買い物の機会の少な

い利用者様に買い物機会を提供し、利用者様の満足度を高める取り組みを行っ
た。

④統

　

したサービスと職員の質の向上を図る

・外部、 内部研修を通じて、 職員の質の向上に努めた。
・利用者様への満足度調査を実施し、サービス改善に努めた。
・インシデントの共有とサービスの見直しを目的とした委員会の開催を毎月実

施継続し、職員全体で共有、日頃のサービス提供に繋げた。
・虐待防止・身体拘束適正化委員会を設置し担当者を決め、高齢者虐待防止と身

体拘束適正化の事業所内における取組、および高齢者の権利擁護に取り組む姿

勢を明確にし、職員間での共有と意思統一を図り、サービスの質の向上に努め

た。

・頻発する自然災害や感染症などの緊急事態に、利用者の安全確保とサービスの

継続性を維持するためＢＣＰを整備し、適切な対応を行うことで利用者の生

命・身体を守り、質の高いサービスの提供を行うことで、施設の経営基盤を強

化し、持続的な発展を目指した



【

　

弘前静光園ホームヘルパーステーンョン

　

】 ２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　　

指定訪問介護事業

　

指定第１号訪問事業

要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、居宅において、その有する能

力に応じ、自立した日常生活を営むことができるよう、訪問介護員が適正な訪問

介護を提供することを目的とする。

１， 概要

　

２０２５年度は利用実員数、延べ人員共に昨年度とほぼ横ばい状態であった。

　

年間新規利用者数は１８名、利用終了者数は１８名。人員不足により新規取得数・

訪問件数ともに昨年度に比べると減少となった。

　

活動内容は依然として在宅生活を継続する上で必要な掃除や買い物代行等の生活

援助が殆どであったが、新たに有料老人ホームに入所している利用者を対象にヘルパ

ー派遣し訪問活動を実施した。介護度が中度の方の毎日の排池介助や自立支援援助

（一緒に行う家事や買い物同行等）の身体介護も引き続き多かった。

　

受け入れの状況について、毎月ホームページの更新と各居宅介護支援事業所への連

絡を継続している。多数の事業所から問い合わせが多いサービスは通院等乗降介助と

なっている。

２． ２０２５年度業績報告

き＼ご ４ ５ ６ ７ ８ ９ ｌｏ ” １２ ２ ３ 合計

事業対象者 ５ ６ ５ ６ ６ ６ ６ ６ ５ ５ ５ ５ ６６

要支援１ ９ ８ ７ ７ ６ ４ ５ ６ ６ ５ フ ８ ７８

要支援２ ２１ ２２ ２３ ２３ ２３ ２２ ２

　

２ ２３ ２

　

２ ２０ ２０ ２０ ２６１

要介護１ １５ １６ １３ １６ １４ １４ １

　

５ １２ １３ １２ ８ ｌ

　

ｏ １５８

要介隻２ ７ ９ １１ ９ １１ １１ １１ １２ １１ ｌ

　

ｏ １４ １２ １２８

要介隻３ ２ ２ ２ ３ ３ ３ ３ ４ ４ ３ ３ ２ ３４

要介 ４ 「１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ Ｉ

要介護５ １１ １１１ ０ 」１１ １１ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ １１

合

　

計 ６１ ６４ ６１ ６５ ６４ ６１ ６３ ６４ ６２ ５６ ５８ ５８ ７３７

２５



３． ２０２５度の取り組み

①関係機関との連携
・円滑に他機関と連携を取る事ができた。
・毎月ホームページの更新と各居宅支援事業所への受け入れ情報について送信
している。複数の事業所から新規の相談があったが、通院介助のみの依頼が
殆どで人員不足にて断る事が多かった。
・緊急時の対応に備えた緊急連絡カードの見直し・差替は６５件の実績だった。
②リスクマネジメント

・同様の事故やミスを回避するため、インシデントの共有を６７件実施した。更
に９月と３月に事例検討会議を行った。思い込みや勘違い、

　

瞬の気の緩みか
ら生じたミスが多かったことから、初心に戻り意識を高め取り組んでいく。
・身体拘束禁止、高齢者虐待防止の委員会を９月に開催。事業所として、内部研
修で身体拘束高齢者虐待についての研修の他にもアンガーマネジメントも盛
り込んで実施した。
・感染症及び蔓延防止対策委員会を９月と１月に開催。事業所としては、内部研
修で予防着着脱方法の再確認や、大きく関わる食材の管理について行った。

　

【ＢＣＰ業務継続計画（感染症蔓延予防）】

　

ＢＣＰとは何かというところから説明を行い、 理解を深めた。

　

事業所としての感染症対応マニュアルや予防着着脱の再確認を実施した。

　

【ＢＣＰ業務継続計画（自然災害）】

　

特別養護老人ホーム弘前静光園と合同で１月にＢＣＰ対応防災訓練、７月に

　

消防訓練を実施した。
③サービス内容の平準化

・業務手順書と記録用紙の点検と見直しを行った。（変更箇所として、記録用紙
の１件。業務手順書４件）
・言方面介護に関連する研修を計１０回実施した。
④利用者満足度の向上
訪問介護員の接遇態度のアンケート調査（満足度調査） を行った。
【対象者６１（訪問介護２７名

　

訪問型サービス３４名

　

）概ね良好な評価をい
ただいており、 「大変助かっている」 「安心している」 「とても感謝している」

　

「ありがたいです」 「気遣いにとても感謝している」等の回答をいただいた。
無回答４名 （長期入院２名、自宅不在にて活動休止２名）
・利用者の誕生日に担当ヘルパーからのメッセージを添えた誕生日カードを渡

　

し た。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

対 象 者 延 べ ６５名。

⑤地域への広報活動
・年４回（春夏秋冬）発行した。ヒートショック、食中毒等気を付けてほしい内容
や、フレイル予防に欠かせない栄養素や軽体操、簡単な調理メニューを記載し
た。利用者からは「参考にしている」 「楽しみにしている」等の声が多く聞か
れていた。
・インスタグラムにてヘルパー活動の様子や求人情報を掲載したほか、継続して
コンビニエンスストアにパンフレットを設置し補充している。又、補助金制度

を利用しクーポンマガジンｃｏｍｅに求人情報を掲載した他、地域を絞りボス

丁イングを実施した。 問い合わせはあったものの採用には繋がらなかった。

２６



【

　

愛成居宅介護支援事業所

　

】２０２５年度事業報告

・事業所の種類

　　

指定居宅介護支援事業

　　

高齢者が、要介護状態となった場合であっても可能な限り居宅においてそ

　

の有する能力に応じ、自立した日常生活を営むための保健医療及び福祉サー

　

ビスを利用できるよう、 介護支援専門員が適正な居宅介護支援を提供するこ

　

とを目的とする。

１． 概要

単身世帯または同居家族の就労等により日中独居となる認知症を有する方は、要介

護２の認定を境にグループホームや住宅型有料老人ホームへの住み替えを検討し、施

設入所を望む傾向にある。要介護３以上の方においても介護力の問題で、住宅型有料

老人ホームや特別養護老人ホームへの入所を希望される事が多く、在宅介護をする方

は減少してきている。その傾向に変わりはない。

　

２０２５年度においては、介護支援専門員が５名体制から４名体制になったことで、
計画作成数が前年度と比較して１１１件減少となっている。月平均は約１２２件で昨

年度より１０件の減少であった。
利用終了の理由としては、死亡によるものが最も多く、全体の約４２％となってい

る。 次いで、 グループホームへの入所、 認定更新で要支援となったことによる地域包

括支援センターへの引継ぎがそれぞれ約１２％となっている。
新規利用者は地域包括支援センターからの紹介が約７５％と大部分を占めている

が、病院等や他居宅から紹介を頂くこともあり、今後も関係機関との連携を図り積極

的に新規利用者の獲得に努めていきたい。

２． ２０２５年度業績報告
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 計

計画作成数 １３１ １３１ １２５ １２４ １２０ １２５ １２１ １２１ １１９ １２１ １１２ １２２ １４７２

介護予防
５７

（１９）

５４

（１８）

５４

（１８）

５２

（１７）

５０

（１６）

４８

（１６）

４０

（１３）

４０

（１３）

４０

（１３）

３４

（１１）

３３

（ＩＤ

３１

（１０）

５３３

｛１７７）

新

　

規 ２ ３ ０ ４ ３ ４ ４ ３ ３ Ｉ ８ ３６

終

　

了 ５ ８ ８ ４ ５ ３ １１ ４ ３ ８ ５ ３ ６７

※計画作成数は計画費を国民健康保険団体連合会に提出した数を記載 （月遅れでの提出は提出月に含む）

※介護予防の （

　

）内の数字は要介護に換算した場合の数字 （介護予防３件＝要介護１件）

２７



３． ２０２５年度の取り組み

①認知症の方に対し、関係機関や地域住民と連携を図ると共に、市の事業や認知症

情報連携ツールの活用により、住み慣れた地域、環境での生活を維持できるようケ

アマネジメントを行う。

認知症を有する単身世帯の方でも、在宅生活を継続できるよう近隣住民や関係機

関の協力や社会資源を活用し、連携する事で在宅生活継続のための支援に努めた。
②地域包括支援センターが主催する研修・会議に積極的に参加すると共に、地域づ

くりに参画しながら高い満足度を得られるサービスを提供する。
地域包括支援センターが主催する研修・会議に参加し、現に地域が抱える課題を

抽出し、必要な地域資源、地域づくりの協働に努めた。
③定期的にミ一丁イングを開催し事業所内で情報を共有すると共に、困難事例に対

しても事業所全体で取り組んでいく体制を構築する。
毎朝、週間、月間のミ一丁イングにより担当利用者の情報を共有する事で、 一人

で抱え込むことなく、支援の手立てなど気付きが生まれ、困難事例に対しても取り

組む事ができた。
④入退院時及び通院時（必要な方）における医療機関との連携により、適切なケア

マネジメントを実施できるようにする。
入退院調整ルールを活用し医療機関と早期に情報共有をすることで、退院後も利

用者が安心して生活できるよう適切なケアマネジメントを実施することができた。
⑤生きがいと役割、居場所を持ちながら活き活きとした生活ができるよう、自立支

援・重度化防止に資するケアマネジメントを実施する。
利用者が地域の中で自立した生活が送れるよう、また、要介護状態の悪化を防止

できるように生活上の困りごとに対して、介護保険サービスだけで解決するのでは

なく、利用者自身もその能力に応じて取り組める内容を居宅サービス計画に取り入

れるよう努めた。
⑥感染症や自然災害が発生した場合でも安定的・継続的にサービス提供がされるよ

う事業継続計画（ＢＣＰ）に沿って定期的に訓練を実施する。
計画をもとに実際に有事に対応できる内容になっているのか、シミュレーション

し、 不足の内容について検討、 改善した。

⑦高齢者虐待を防止するための対策を検討する委員会の開催、指針の整備、定期的

に研修会を実施する。
高齢在宅部門共同で委員会を開催した。指針を整備し、事業所内で共有するとと

もに研修会を実施した。
⑧感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会の開催、 指針の整

備、定期的に研修会を実施する。
高齢在宅部門共同で委員会を開催した。指針を整備し、事業所内で共有するとと

もに研修会を実施した。

２８



【

　

弘前市第三地域包括支援センター

　

】２０２５年度事業報告

（１） 地域包括支援センター 「包括的支援事業・指定介護予防支援事業」
弘前市から委託を受け、第三中学校区・南中学校区（松原小に限る）に住む高齢

者が、住み慣れた地域でその人らしく安心した生活を送ることができるよう支援

を行う。また、福祉・医療・権利擁護など他職種、他の関係機関と連携し、包括

的・継続的に支援することで地域包括ケアシステムの要となる事を目的とする。

１． 概要

（１） 包括的支援事業について

　

【事業活動圏域の実態】

　

①認知症の方の増加に伴い、幅広い世代で認知症高齢者の対応をする機会が増え、

　

認知症に対する理解不足等から対応に苦慮する地域住民等がいる。
②介護予防の必要性が周知されず、重度化してからの相談となる。

【事業活動圏域の課題】
①認知症高齢者と接することがある多分野多機関の方、幅広い世代の方が、認知

　

症の正しい理解や対応方法について学ぶ機会が少ない。
②介護予防の必要性を自分のこととして、主体的に取り組むように周知されてい

　

な い。

【２０ ２５度の目標と取組について】

①関係機関や幅広い世代へ認知症サポーター養成講座等を実施する。
②介護予防の必要生の周知や介護予防教室を実施する。

２． ２０２５年度業績報告
①

　

区分別介護予防サービス・介護予防ケアマネジメント計画作成件数

　

年間合計７， ０４８件、 昨年度比は一１６０件 （２．２％減） となる。

　　

１０月頃に市内のヘルパー事業所が数カ所閉鎖したことに伴いマネジメント終

了した件数が多く、以降も介護職員人材不足からヘルパー利用を希望しても対応で

きる事業所がなく、件数減少したまま推移している。冬期間においては、昨年度同

様に豪雪により利用休止する件数もあり、件数の落ち込みが見られている。

　

介護度区分では、 事業対象者２， ８６８件 （十６２件）、 要支援１は１， ８５１

件 （一３６件）、 要支援２の年間件数は２， ３２９件 （一１８６件）となる。介護

予防の必要性から元気な内から事業対象者としてデイサービス利用開始するケー

スが多く、さらに介護予防に努めることで、重度化防止に繋がっている可能性が考

えられた。

２９



②

　

相談者状況

　

センターへ寄せられる年間の相談件数は７４９件（前年度比－４６件）、 新型コ

　

ロナウイルスが第５類感染症へ移行した２０２３年をピークに年々緩やかに減少

　

している。 年間の訪問件数も同様、 ２， １３８件 （前年度比一１８７件）と減少し

ている。減少しているが、認知症等の精神疾患や家族関係が複雑、多問題ケースに

係る支援期間は長期傾向となっている。権利擁護については高齢者虐待通報が１３

件（前年度比十５件）、虐待有りは１件（前年度比一２件）と減少。虐待案件につい

ては、 認知症の方に対するネグレクトのケース。 市、 センター共に初めてやむを得

ない措置として分離対応したケースとなり、措置では介護保険以外の医療費や移送

費実費が負担できない等、制度の課題があり、対応に苦慮した。成年後見制度利用

支援については、 申立支援６件 （前年度比－８件）。 相談はケアマネジャーからが

多く、施設入所や入院に伴い今後の金銭管理や身上保護が必要となり、支援が必要

　

となっている。令和８年度から弘前市から委託を受けて弘前市社会福祉協議会にて

身寄りのない方への相談窓口、支援事業が開始されることから、支援の充実等が期

待できる。

３． ２０２５年度の目標に対する取り組み評価

①圏域内各地区民生委員や町会へ認知症サポーター養成講座を広報したこともあ

　

り、受講依頼に繋がっている。昨年は年４件実施から今年度は９件と５件増加し

ている。これまでの認知症サポーター養成講座の広報活動の効果が見られてい

　

る。また受講した方の感想から、寸劇を見て対応方法や認知症に対しての理解に

繋がっている。今後も多くの地域住民に対して実施することで、認知症になって

　

も安心して生活できる地域づくりを目指していく。
②圏域内の町内会回覧板へ、フレイルチェックを記載した広報紙を回覧し、介護予

　

防の必要性をより多くの地域住民に啓発、広報紙を見て４件の相談に繋がり、自

　

分自身のこととして、介護予防を考えるきっかけとなっている。介護予防教室に

　

ついては、上松原町会での介護予防教室は継続して実施できており、新たに城南

町会にて介護予防教室の開催を行うことができた。民生委員の協力を得て、一人

暮らしの方に個別に声掛けをしてもらい、口の健康をテーマに歯科衛生士を講師

　

に招き講話を通して、自身の口の健康について学ぶ機会となった。今後も継続し

　

て実施することで、介護予防を啓発し、早期相談、重度化予防に繋がる様に周知

　

していく。

３０



【

　

グループホーム自由ヶ丘

　

】 ２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　

認知症対応型共同生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護

短期利用認知症対応型共同生活介護
要介護者であって認知症であるものについて、共同生活住居において、家庭

的な環境と地域住民との交流の下で入浴、排せつ、食事等の介護その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるようにするものである。

（２） 定員

　

１８名 短期利用

　

２名

１． 概要

【認知症対応型共同生活介護業界の情勢】

　

２０２５年、団塊の世代が７５歳以上となり、医療や介護ニーズの急増が予測されている

中で、認知症に係る地域支援事業の充実に向けた取り組みはとても重要な課題の一つ

である。 認知症高齢者に合わせた適切な医療や介護を切れ目なく提供できる仕組み作

りが図られている。その中で、認知症の高齢者が自立した生活を助け合いながら送るこ

とができる場所として、 グループホームは高齢者社会にとって重要な役割があると言

える。認知症ケアの専門サービスとして実績を積んできた強みを活かして、地域におけ

る認知症ケア拠点としての機能を発揮して地域に貢献していくことが求められている。
また、 若年性認知症についての知識習得と受け入れ態勢の整備を行っていく。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　　

９９． ３ ％

　

・年間の退居者３名

　

退居理由

　

～

　

医療機関長期入院３名

平均介護度

　

２． ５０ （２０２６年３月３１日現在）
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３， ２０２５年度の取り組み

①感染症対策を徹底し、 安心安全なサービスの提供に努める。
・都度、感染対策やルールを徹底することでまん延を防ぐことで、サービスの提供を維

持することができた。
②ＢＣＰ（業務継続計画）に基づき、感染症や災害に強い組織を構築する。
・具体的な場面を想定した研修や訓練を実施することで、チームとして対応を統一する

ことができた。
⑨新型コロナウイルス等の感染状況に合わせながら、運営推進会議などの会議の開催や

出席、地域行事等へ職員が協力する（出かけていく）機会を確保することで、事業の

広報的活動（パンフレットやインスタグラム等での情報発信）の他、地域拠点機能を

備えた存在として認識してもらえるように努めていく。
・事業所の情報発信ツールとしてインスタグラムを有効的に活用することができた。
また、町内会の総会や清掃活動、聖愛高校の学生による奉仕活動や花の寄贈など、多

くはないものの交流の機会を確保できた。
④若年性認知症についての知識習得を図ると共に受け入れ態勢を整備する。
・園内研修で若年性認知症への理解と知識の習得を図った。現在まで受け入れ実績は

ないが、将来の受け入れに備えるためにも継続して知識習得の機会を確保していく。
⑤Ｚｏｏｍ等を積極的に活用することで、研修への参加機会を確保し職員の資質向上に

努める。
・ Ｚ ｏｏｍを活用することで効率的に学びの機会を確保することができているため、今

後も集合型研修とＺｏｏｍ研修を併用し学びの機会を確保していく。
⑥介護支援専門員等の資格取得を推進していく。
・介護職員の介護福祉士の割合は９１．９％であるのに対し、介護支援専門員は２名で

あるため、引き続き介護支援専門員の資格取得を推進していく。

３２



【

　

自由ヶ丘ホームヘルパーステーソョン】

　

２０２５年度事業報告

１） 事業所の種類

　

指定訪問介護事業・指定第１号訪問事業

　　　

（介護保険法第８条第２項）（第２種

　

社会福祉事業）

要介護状態になった場合においても、その利用者が可能な限り心身の状況、置

かれている環境に応じて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、入浴・排せつ・食事の介護、その他の生活全般にわたる援助を行う

ことを目的とする。

１． 概要

【自由ヶ丘ヘルパーステーション業界の情勢】

　

外部サービス利用型特定施設入居者介護事業所を兼ねている「養護老人ホーム弘前

温溝圏」「養護盲老人ホーム津軽ひかり荘」と委託契約した受託サービス事業所であ

り、当該特定施設サービス計画に基づき行われる受託居宅サービスのみを適切、かつ

円滑に提供する状況となっている。

２． ２０２５年度業績報告
・活動回数

　

養護老人ホーム弘前温清園

　

７４，９９１回／年（月平均利用者数４３名）

　　　　

養護盲老人ホーム津軽ひかり荘

　

５１，７８８回／年（月平均利用者数２８名）

受託サービス事業所の計画に基づき個別サービスを実施することができた。

３． ２０２５年度の取り組み

①サービス担当者会議に参加する際、自立支援の視点に立った専門的な意見交換を

行い、 利用者にとって有効なサービスの組み立て・提供を行う。
結果：サービス担当者会議に参加し、自立支援の視点に基づいた意見交換を行った。

　　　

多職種で利用者の状態や残存能力を共有し、個々に応じたサービス内容の調

　　

整を実施した。 これにより、 利用者の生活の質の維持・向上につなげた。

　　

【弘前温清園】 延べ件数

　

８１回／年

　　

【津軽ひかり荘】 延べ件数

　

７１回／年

②定期的なモニタリングに於いてサービス内容・提供状況の確認を行い、必要に応

じて随時修正を図る。
結果：定期的なモニタリングを実施し、サービス内容および提供状況の確認を行っ

　　

たが、一部において対応の遅れが見られたため、迅速な情報共有体制の構築

　　

が必要であると認められた。

③サービス提供施設である「養護老人ホーム弘前温宿園」「養護盲老人ホーム津軽

ひかり荘」にて実施される研修、及び外部研修に参加し、職員の技術向上を図る。
結果：研修および外部研修に参加し、知識・技術の習得に努めた。研修内容の伝達

３３



　　

機会として１日研修などを実施したが、十分な理解・定着には至らず、現場

　　

への技術還元が不十分であった。

【弘前温清園】
園内研修

　

１０回／年

　

参加

　

園外研修

　　

８回／年

　

参加 （オンライン含む）

【津軽ひかり荘】
園内研修

　

１５回／年

　

参加

　

園外研修

　

１９回／年

　

参加 （オンライン含む）

・定期的な勉強会の実施、研修後の復命報告会を開催することにより、知り得た情

報を共有すると共に「気付き」の必要性・重要性を理解し、活用できるような人材

育成に取り組む。
結果：勉強会・報告会において知り得た情報の共有を図った。これにより一定の「気

　　

づき」は得られたものの、理解の定着や実践への反映が十分ではなく、現場

　　

での活用には至らなかった。 その結果、 人材育成の観点においても十分な成

　　

果には結びつかなかった。

４， 収益に関する考察

弘前温清園
【２０２４年度の収益】

　

２０２３年度比

　　

９９％

　

（要因）

　　

・長期入院の利用者が多かった

　　

・死亡退所が多かった。

　　

・人員補充を実施したが、 サービスが少なかった。
【２０２５年度の収益】

　

２０２４年度比

　　

９５％

　

（要因）

　　

・平均介護度が下がりサービス量が少なかった。

　

・要介護度が高く、区分支給限度基準額の近くまでサービス提供している利用者

　　

の死亡が多かった。

　　

・ヘルパー補充を実施したが、 需要が少なく稼働に繋がらなかった。

津軽ひかり荘
【２０２４年度の収益】

　

２０２３年度比

　　

１０６％

（要因）

　

・月間の平均利用者数が２９． ３人から２９． ６人になった。 また、 平均介護度

　　

が３． ０から３． ３人に上昇した。

【２０２５年度の収益】

　

２０２４年度比

　　

９８％

（要因）

　

・ 「１月以降、定員割れのままで推移した。

　

・区分支給限度基準額近〈までサービスを提供する利用者が少なかった。

３４



【

　

小規模多機能ホーム自由ヶ丘

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　　

小規模多機能型居宅介護、生きがい型デイサービス（通所型サービスＡ）

　

要介護者について、 その居宅において、 又はサービスの拠点に通わせ、 若し

くは短期間宿泊させ、当該拠点において、家庭的な環境と地域住民との交流の

下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を

行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅において自立した日

常生活を営むことができるようにするものである。

（２） 定員

　

登録定員

　

２９名

　　

通い定員

　

１８名／日 泊り定員

　

９名／日

生きがい型デイサービス

　　

２名／日 （水・土曜日）

１． 概要

【小規模多機能型居宅介護の情勢】

　

地域（生活圏域）における小規模多機能型居宅介護のあり方として、在宅支援の中核

的なサービスとして、事業の優位性 （３６５日２４時間対応可能など） を発揮し、高齢者

だけでなく地域の困りごと相談窓口といった相談機能や、集いの場や緊急避難の場とし

ての役割を期待されているものと考える。そのことが、利用者のみならず家族や地域住

民、関係機関等といった本人を支える社会資源の協働につながると共に、地域包括ケア

システム推進の一役を担うものと期待されている。しかしながら、事業経営の不安定さ

は否めない。職員の確保や定着の問題もあるが、利用料金が月額制であることの割高感

や介護支援専門員変更や既存サービス利用の制限等から、登録者確保に苦慮している現

状もある。登録率と平均要介護度が、安定的な経営をしていくために必要な要素であり、
そのためにも、在宅でいかに中重度者を支えていくことができるかが重要で、質の高い

サービスの提供が求められる。

２， ２０２５年度業績報告

　

，定員充足率

　

９３． ６ ％

　

・年間利用状況

　　

通い （延べ

　

４， ６６３名、 １日平均

　

１２． ８名）

泊り （延べ

　

１， ２３７名、 １日平均

　　

３． ４名）

訪問 （延べ

　

２， ６６５名、 １日平均

　　

７． ３名）

年間登録状況

　　

新規登録

　

１４名

登録終了 １４名

平均介護度

　　　

２． ４４ （２０２６年３月３１日現在）
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３． ２０２５年度の取り組み

①感染症対策を徹底し、安心安全なサービスの提供に努める。
・都度、感染対策やルールを徹底することでまん延を防ぐことで、サービスの提供を維

持することができた。
②ＢＣＰ（業務継続計画）に基づき、計画的に研修や訓練の機会を確保することで、感

染症や災害に強い組織を構築する。
・具体的な場面を想定した研修や訓練を実施することで、チームとして対応を統一する

ことができた。
③登録利用者個々のニーズに合ったサービスを提供していくことで、より長く在宅生活

　

を継続してもらえるよう努める（登録充足率９０％以上を目指す）。
・利用者及び家族の状況や状態に合わせ都度、柔軟なサービスの提供に努めた結果、
９３． ６％と目標を上回る結果となった。
④運営推進会議などの開催や出席、地域行事等へ職員が協力する（出かけていく）機会

　

を確保することで、事業の広報的活動（パンフレットやインスタグラム等での情報発

信）の他、地域拠点機能を備えた存在として認識してもらえるように努めていく。
・事業所の情報発信ツールとしてインスタグラムを有効的に活用することができた。
また、町内会の総会や清掃活動、聖愛高校の学生による奉仕活動や花の寄贈など、多

くはないものの交流の機会を確保できた。
⑤安定的な運営ができるように、広報・営業活動を工夫しながら継続的に実施していく。
・訪問による営業活動や空き情報ＦＡＸ、インスタグラムでやホームページへの掲載を行

　

うことで、 多くの方に事業所の存在を知っていただくきっかけとなっている。
⑥Ｚｏｏｍ等を積極的に活用することで研修への参加機会を確保し、職員の資質向上

に努める。
・ Ｚ ｏｏｍを活用することで効率的に学びの機会を確保することができているため、今

後も集合型研修とＺ ｏｏｍ研修を併用し学びの機会を確保していく。
⑦介護福祉士や介護支援専門員等の資格取得を推進していく。
・介護職員の介護福祉士の割合は８９．８％であるのに対し、介護支援専門員は２名と

　

いう状況であるため、引き続き資格取得を推進していく。
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【

　

保育所あきみ保育園

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　

保育所

所在地

　

東京都昭島市上川原町一丁目１０一８

（２） 定

　　　　

員

　　

１０９名

１． 概要

【保育業界の情勢】
昭島市内の大型マンション建設計画による市内の人口増加をうけ、待機児童もこの

ところ増加している。保育園も一か所移転し昭島駅南口で幼児の定員を増やし令和

８年度から開設予定となっており、競合することが予想される。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　　　　

稼働率 （定員充足率） ９９．４％

　

前年比十２．３％

今年度の医療的ケア児の受け入れはなかった。

３． ２０２５年度の取り組み

①

　

子どもが主体的に考え試せる環境を整える。
・年度後半より、 １ ー２歳児クラスでもハイスコープカリキュラムの要素を取り入

れた保育を展開し、より主体的に遊べる環境を作った。年長クラスでは、すくわく
プログラムやアプローチカリキュラムへの取り組みを行った。
②

　

保育者が、育ちと遊びの見通しをもつことで、子どもたちがより快適に園生活

　

を送れる雰囲気を作る

・保育室に子ども用ソファを設置したり、くつろぎやすい環境を整え、子どもがリ

ラックスして楽しめるように配慮した。
③

　

保育者は、相互の意思疎通を活発にし、保護者との信頼関係の構築を図る。
・毎日ドキュメンテーンョンを配信し、子どもの様子をわかりやすく伝えるように

した。

④

　

地域の子育て支援機関としての様々な企画の実施や行事などで地域交流を図

　

る。

・子育て広場８回・地域交流活動９回の実施ができた。老人ホームとの交流も昨年

度に継続して実施している。園庭開放の利用は低調であった。
⑤

　

子ども一人ひとりの存在を認め、周囲から認められているという充実感、肯定

　

感を自覚できる保育を行う。
・行事の企画や遠足、生活発表会等のイベントだけでなく、日ごろの保育の中で子

どもの意見や希望を尊重した活動に取り組んだ。

３７



【

　

昭島市立第二昭和学童クラブ

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

・事業の種類

　　

放課後児童健全育成事業

・事業の目的

昭島市の委託を受け、保護者の適切な監護を受けられない児童に対し、放課後

における「適切な遊び及び生活の場」を提供する。また、児童の健やかな成長・

発達を目的とする。
（２）定員

定員３０名

１． 概要

放課後を安全に、安心して過ごせる場所となるように保育を実施した。日常生活、班

ごとの活動などを通して、基本的生活習慣や、ルールなどが身につくように図った。
また、様々な経験を積むことを期待して、制作活動、季節行事、読み聞かせなども定

期的に行う。また、近年増加傾向にある、配慮を必要とする児童への取り組みも、積

極的に行い、 一定の効果を実感している。

２． ２０２５年度業績報告
１年生１３名、 ２年生１０名、 ３年生１２名の計３５名でスタート。 途中、 家庭の都

合での退会が３名、途中入会も３名で、年間を通して３５名の登録であった。感染症

の流行はなし、保育中の怪我（骨折・報告済み）が１件あった。１２月からは「入退

室通知システム」 の導入が行われ、保護者や子ども達の生活に大きく変化があった。
学習が定着しない子、また、指示の通りにくい子が目立ち、宿題の取り組み、わかり

やすい伝え方などに苦慮する一年間であった。（年間を通しての充足率１１６％）

３． ２０２５年度の取り組み

①衛生に特に配慮した間食の提供

・配膳時のビニール手袋 （使い捨て） の着用。
・おやつ中に読み聞かせを行うことで、静かに食べられるよう配慮。
②保健衛生
・手洗い、 うがいの励行

・施設、おもちゃなどの定期的な洗浄、消毒。
・体調不良児にはマスクの着用を促す。
③配慮を必要とする子どもへの支援

・学童のルール、 ルーティーンなどを身に着けられる方法を徹底した。
・それぞれの特性に合わせて、学習支援、生活支援などを行った。それぞれの特性に合わせて、学習支援、生活支援などを行った。

３８



【

　

保育所三春台保育園

　

】２０２５年度事業報告

（１） 事業所の種類

　

事業所は保育を必要とする子どもが保育を行い、その健全な心身の発達を

　

図ることを目的とし、入所する子どもの保護者に対する支援及び地域の子

　

育て家庭に対する支援等を行う役割を担うものである。

１． 概要

【保育業界の情勢】
横浜市も「こども誰でも通園制度」が導入されているが受け入れ園が少ない現状で

ある。職員が少な〈在園児を保育することで手一杯になっている。ある程度余裕があ

る公立保育園が受け入れを担っている。（南区では１園）誰でもとなっているが、１人

当たり月１０時間や年齢制限があることで、利用理由がある一時保育の方が利用が多

いようだ。また、保育士にも不人気で人（こども）を預かる責任が軽いという意見が

多い。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　

９８％

５歳児の定員割れが響いている。

３． ２０２５年度の取り組み

①保育士のキャリアアップ研修を含め外部研修の参加を提案し、受講しやすい環境

を作る。
キャリアアップ研修９講座。外部研修「１講座。少しずつ外部研修も多くなってい

る。 ２０２５年度は、キャリアアップ研修に力を入れていたので９講座を取得でき

たことは、 よい成果だと思う。
②ドキュメンテーソョンが始まり習慣化してきたが、コメントや写真の質をあげる

ため勉強会が行える環境を整える。２０２６年度は、保護者の要望があったため配

信を開始した。保護者は、子ども達の姿を見て安心することも理解できるが、日誌

の一部となっていることも職員には忘れないでいてほしい。
また、 ドキュメンテーンョンを作成できないときは、 無理をせず 「本日の活動」 と

題して活動内容を文面にして掲示している。
③全体の計画を完成させる。
全体の計画は、すぐに完成させなければいけなかったが、職員の意見を重視したか

３９



４０

ったため２年半もかかってしまった。ただ、図の保育のやり方（主体性保育）が確

立しそうな頃また、園目標も変わるため全体の目標の見返しをした。年カリを作成

する上でも主体性の言葉を入れ意識して保育を行うよう職員に周知した。
④職員も子育て支援での活動を理解し始めているので南区の子育て支援への参加

を進めていく。
園内の子育て支援は、行事の度に起案を立て地域の方の参加準備を丁寧に行ってい

た。ただ、南区の子育て支援は、０歳児対象のものも多く曜日や時間も合わない催

しが多かったため参加する機会がなかった。当園で行う子育て支援は、園庭開放等

で園に来てくださる地域の方を歓迎し関わりを持ってくれる職員が多く感謝して

いる。

⑤「よこはま☆保育・教育自国」を軸とした保育が定着してきているが新入職員へ

丁寧に伝えていく。 保育の振り返りを大切にして自身の研鎖に努める。
「よこはま☆保育・教酋亘旨」は、子どもの人権を改めて尊重しようという内容で

職員用チェックリストも半年に１回行っている。不適切保育の防止もあり、新人職

員は、必ず、動画と講義を受講するよう義務付けている。職員も自分の保育を見直

し振り返ることで大人都合な保育（自動や態度）を行わない保育園を目指している。
⑥主担会議を設け事務所内だけで物事の決定や変更を決めないようにする。また、
副担任会議を設け書類の書き方等の実質的なことから困りごと等を含め主任と語
り合う場を設ける。
問題があると主担任会議を開き、意見を聞き皆で考える時間を作っている。また、
決定事項があるときは、先に報告して説明をしている。副担任会議は、今年度始め

て開催した。各自色々な想いを同じ環境の者同士共有し、相談ができてよい会議だ

った。また、非常勤職員の会議も開催して主体性の保育の見直しや子どもとの関わ

りを学んだ。また、どうしたらよいかわからないことも多く、主任に相談したり経

験を語っていた。なかなか会議の時間が取れず中途半端になってしまっているため

定例化したい。



【

　

こども発達サポート花花

　

児童発達支援事業

　

】２０２５年度事業報告

（１）事業所の種類

　　

児童発達支援（第２種社会福祉事業）

（２） 定員 児童発達支援１０名

１． 概要

【児童発達支援業界の情勢】
近年、発達に課題を抱えるこどもへの早期支援が障害の軽減及び基本的な生活能力

の向上に繋がるとの認識が広がっている。特に弘前市においては５歳児健診の実施等

で障害児通所事業の需要が増加している。
本事業では、発達に課題を抱える未就学のお子様に対し、一人ひとりの発達過程や

特性等を理解し、個別や小集団での活動を通して日常生活における基本的動作の習得、
集団生活への適応に向けての支援を行う。また、遊びを通して豊かな感性や表現する

力、創造性を育めるよう具体的な支援を行う。

２． ２０２５年度業績報告

　

・定員充足率

　

対象期間；６ヶ月 （１０月開設のため）

　

６ヶ月間の営業日数は１１８日、 延べ利用人数は２６１名であった。１日定員１０名に

対する定員充足率は約２２．１％となった。今後は、関係機関との連携強化や周知活動

を継続し、、利用者数の増加および充足率の向上を目指す。

３． ２ ０ ２５年度の取り組み

①弘前大学保健学科との連携や様々な研修会等に積極的に参加することで専門性
の向上を図る。

　

弘前大学大学院保健学研究科との勉強会や各種研修会に参加し、専門的な助言や

研修で学んだ知識や支援方法を日々の現場に取り入れ、実践へとつなげることがで

きた。引き続き、具体的な関わり方や支援の工夫に活かすことで、より適切で質の

高い支援の提供を目指す。
②エビデンスに基づいた支援、懇切丁寧な対応で利用者やご家族の信頼を得る。
利用者一人ひとりの状況に応じた懇切丁寧な対応に努めた。その結果、安心して

利用していただける関係性が築くことができ、利用者やご家族からの信頼につなげ

ることができた。また、保護者からは子どもの成長を感じられるとの声も寄せられ、
支援の成果を実感していただいている。
③関係機関等を訪問しＰＲ活動を行う。

　

関係機関等へのＰＲ活動を積極的に行った結果、事業の周知が進み、新規利用に

つながった。その結果として、開設から６ヶ月で月の稼働率５０％に到達することが

できた。今後はさらなる周知と支援体制の充実を図り、稼働率ｌｏｏ％の達成を目指

す。

①弘前大学保健学科との連携や様々な研修会等に積極的に参加することで専門性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４１



【

　

サービス付き高齢者向け住宅りんごの樹

　

】２０２５年度事業報告

（１）サービス付き高齢者向け住宅

　　

入居者に対し、生活援助員を派遣して生活・健康相談、安否確認、緊急対

　

応等のサービスを提供することによって安心・安全を確保し、住み慣れた地

　

域で、豊かな気持ちで生きがいを感じながら在宅生活を送れることを目的と

　

する。

（２） 定員

　　

２４世帯

１． 概要

　

６０歳以上で、自立した生活を営むことができる方を対象としているが、中には介

護保険の認定を受けている方もおり、必要なサービスを利用しながら自分らしい生活

を送っている。医療機関や買い物などへの外出、また、訪問販売を受けたりと地域と

の交流も多く、活動的に過ごしている。夜間、緊急時は隣接する特別養護老人ホーム

弘前静光園と連携を図り、安否確認や円滑な救急対応に努めている。

２． ２０２５年度入居者状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

単身世帯 ２０ １９ １９ ２０ ２０ ２１ ２

　

３ ２

　

３ ２

　

３ ２

　

２ ２２ ２３

夫婦世帯 ２ ２ ２ ２ ２ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ Ｉ

その他の世帯 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

計 ２

　

２ ２１ ２１ ２２ ２

　

２ ２

　

２ ２

　

４ ２

　

４ ２

　

４ ２３ ２３ ２

　

４

３． ２０２５年度の取り組み

①

　

緊急通報時の対応

・夜間３回、緊急通報システムからの通報を受け、隣接する弘前許光園夜勤職員が

出動している。内１回は速やかに救急要請を行い、生活援助員の助言を受けながら

適切な対応を行っている。関係する事業所や職員と連携を図り、入居者への迅速な

対応や支援に務めている。
②

　

感染症に関する対策

・感染症対策として、入館時は検温や手指のアルコール消毒等の標準予防対策を継

続している。集会室を使用する際は、空気清浄機を活用することで、環境面での対

策も継続し、安心して生活できることを心掛けている。
入居者で症状のある方は受診を勧め、早めの対策を講じている。また、担当ケアマ

ネジャーや関係事業所と密に連絡を取り合い、情報共有に務めている。
③

　

定例行事

・定例の行事として、９月２５日、３月２７日に避難訓練と運営懇談会を開催する。
運営懇談会で入居者から頂いた意見の一部は法人本部と協議し、対応・改善できる

内容は入居者に報告している。

４２



【

　

人材育成事業 】 ２０２５年度事業報告

（１）事業所の種類

　

公益事業

社会福祉の増進に資する人材を育成・確保することを目的とし、貸与型奨学金

制度等の活用により、社会福祉事業を円滑に遂行する。
◎貸与型奨学金制度
法人の経営する各施設・事業所に就職を希望し、法人が連携協定を締結する学

校法人が有する大学または短大を卒業した後、各種資格を有し、法人で実際に常

勤職員として勤務することのできる者に対する奨学金の貸与制度

（２） 定員

　　

なし

１， 概要

【福祉業界の情勢】
福祉養成校への入学希望者のみならず、青森県内では養成校自体の数が年々減少し

ており、新規学卒採用者の確保は困難を極めている。

２． ２０２５年度業績報告

　

連携協定校短期大学部より制度利用希望者３名の応募があり、児童養護施設弘前愛

成園へ２名、幼保連携型認定こども園花園保育園へ１名配属となった。

３． ２０２５年度の取り組み

①養成校への入学を検討する年代から保護者の年代まで、広範囲の対象に制度の認

知度を上げるため、さらなる情報発信の方法を検討する。
連携協定校への制度周知依頼を継続しながら、実習等を受け入れた施設から学生

本人へ情報提供を積極的に行った結果、３名の制度実施につながった。
②養成校在学生を対象に、職場見学、ボランティア活動、アルバイトなど実際の現

場を体験する機会の提供を継続する。
昨年度に続き、児童施設を中心に、見学やアルバイトの受け入れを積極的に実施

した。長期休暇中のアルバイトを継続してくれる学生も増えており、事業の定着促

進につながった。

４３


